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代の健康問題が深刻化する沖縄の健康長寿復活を担う取り組みをスタートさせた。
当社は、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する「健康経営優良法人認定制
度」で評価500位以内に該当する「ホワイト500」に４年連続で認定されるなど、これまで
培ってきた健康経営への取り組みの知見を活かし、沖縄県で働く人々の健康維持増進
と健康管理業務の効率化に向けて、「健康管理支援サービス」の提供に向け取り組ん
でいる。
本サービスは、健康診断の予約や受診管理、結果管理、ストレスチェックなどの「システ

ムサービス」と、産業医・保健師対応などの「人的サービス」が一体となったもので、データ
の見える化と、法定事項対応や健康管理業務の効率化などをサポートするものである。
2021（令和３）年度より、当社を含めた沖縄電力グループ各社など15社、約4,800名を対
象にサービスを開始しており、沖縄本島内の自治体や企業への展開に向けて取り組んで
いる。

（２）おきでんCplusCによる「みまもりサービス」
2021年（令和３年）５月、最先端のIT技術を活用して安心・安全な社会を実現する生
活サポート事業を展開し、豊かな暮らしづくりを目的とする㈱おきでんCplusCを設立した。
同社は、家庭内に設置した３個のWi-Fiセンサーで、屋内における24時間365日の活動
状況・睡眠の質を検知し、その情報をタブレットやスマートフォンから家族や自治体に通知
するという、Wi-FiセンシングとAIを組み合わせた最新技術を導入したみまもりサービスに取
り組んでいる。
同年10月より、沖縄市、宜野湾市、豊見城市と「ITを活用した高齢者みまもり体制構築
実証事業」を実施し、自治体の業務効率化、家族の時間的・経済的負担の軽減を図るこ
とを目的に、最適なビジネスモデル構築に向け検証している。今後は、より多くの自治体と
の連携を強化することで、安心・安全な社会の構築を目指していく。

（３）シードおきなわによる海外事業の推進
世界的にも地球温暖化対策への社会的な要請が一層高まる中、これまで以上に海外
事業の取り組みを推進していくために、2021（令和３）年４月、グループ会社５社（㈱沖縄エ
ネテック、㈱プログレッシブエナジー、㈱沖電工、沖電企業㈱、沖縄新エネ開発㈱）ととも
にシードおきなわ合同会社を設立した。
既存ディーゼルと可倒式風力発電設備を含む再エネを組み合わせたハイブリッドシステ

ム構築のノウハウや、風力や太陽光の出力変動や系統周波数変動を抑制することを目的
とした小規模系統における系統安定化技術、小規模系統のディーゼルおよび再エネ設備
のメンテナンス、台風対策や塩害対策などを含む設備管理ノウハウなど、これまで蓄積して
きた当社グループのノウハウを世界中のお客さまにワンストップでお届けすることを目指して
いる。
2021（令和３）年11月には、域外案件として、環境省から「令和３年度硫黄島及び南鳥
島における再生可能エネルギー等導入に向けた調査・検証委託業務」、2022（令和４）年
１月にはＪＩＣＡから「パプアニューギニア国電力系統計画・運用能力向上プロジェクト」を
複数の企業と共同で受託するなど、着実に実績を積み上げている。

５　コロナ禍を乗り越え

2020（令和２）年春先から始まった新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的大
流行により、多くの国で非常事態宣言が発出された。国内においても、２月には海外渡航
歴の無い者の感染が相次ぎ、初の死者も確認された。４月には、政府の新型コロナウイル
ス感染症対策本部より全都道府県に緊急事態宣言が発出され、「３密（密閉・密集・密
接）の回避」および「人と人との接触を８割減らす」ことが求められた。
当社においても、社長を本部長とする新型コロナウイルス感染症危機管理本部を設置

し、お客さまと従業員の安全と健康確保を最優先に感染症予防対策を徹底するとともに、
電力・ガスの安定供給を確保できる体制の強化・整備に取り組んだ。電力の安定供給に

㈱おきでんCplusCのWi-Fiセンサー シードおきなわ合同会社設立会見 新型コロナウイルスワクチン職域接種会場パプアニューギニアでのプロジェクト
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直結する発電所や給電指令所などの交替勤務従事者については、班ごとに動線を明確
化し接触の回避を徹底するとともに、感染者が発生した場合の対応として、発電所および
給電指令所の経験者を補填要員としてリストアップした。
各事務所においては、執務室の物理的分割やパーテーションの設置などにより感染予
防対策を徹底するとともに、オンライン会議のシステム整備などと合わせ、従来から働き方
改革の一環として検討が進められてきたテレワークを試行導入し、在宅勤務が実践され
た。他にも、スライド出勤や指定時間勤務などを導入し、新たな働き方が推進される契機
となった。
また、ワクチン接種の加速化および自治体の負担軽減を図るため、本館講堂を会場に、
当社およびグループ会社の従業員とその家族などを対象とし、約530名の希望者に職域
接種を実施した。
新型コロナウイルスの感染拡大は、人の移動や生産活動を大きく制限し、県経済にも大

きな影響を与えた。特に観光関連産業は、都道府県をまたぐ移動の自粛や外国人の入国
制限から入域観光客数は大きく落ち込み、宿泊施設の稼働率が大幅に低下するなど、厳
しい状況が続いた。電力需要についても、2020（令和２）年度以降、新型コロナウイルス
の感染拡大による事業者の休業や時短営業などから、業務用を中心に需要減の影響を
受け、販売電力量は減少した。
お客さまに向けた措置として、新型コロナウイルスの影響による休業や失業などで、一時
的に公共料金の支払いが困難となるお客さまについて、電気料金の支払期日を延長する
特別措置を講じた。
2020（令和２）年５月には、医療現場で尽力している沖縄県医師会へ１億円、県内企
業の相談窓口である沖縄県商工会議所連合会および商工会連合会へ各１千万円の寄
付を実施した。また、医療機関、医療従事者へ感謝の意を込めて病院での清掃活動を
実施するなど、地域とともに歩む企業として、新型コロナウイルスに立ち向かう地域の方々
へのサポートに積極的に取り組んだ。

1　2050年CO2排出ネットゼロを目指して

京都議定書に代わる2020（令和２）年以降の温室効果ガス排出削減などのための新た
な枠組みである「パリ協定」が2016（平成28）年に発効されて以降、国際的な脱炭素社会
実現に向けた機運が高まりを見せる中、2020（令和２）年10月、菅総理は所信表明演説
において、2050年までに脱炭素社会を実現し、国内の温室効果ガスの排出を実質ゼロと
する「2050年カーボンニュートラル」を宣言した。更に2021（令和３）年４月には米国主催気
候サミットにおいて、「2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度に温室効果
ガスを2013年度から46％削減することを目指し、更に50％の高みに向けて、挑戦を続けて
いく」ことを表明した。これらを踏まえ、「地球温暖化対策計画」並びに「第６次エネルギー
基本計画」が2021（令和３）年10月に閣議決定された。
沖縄県においては、2021（令和３）年３月に新たな県のエネルギー計画となる「沖縄ク

リーンエネルギー・イニシアティブ〜2050年度脱炭素社会の実現に向けて〜」が策定され
た。2020年度の再エネ電源比率8.2％に対し、2030年度までに18％に向上するという意
欲的な目標などが掲げられた。更に2022（令和４）年３月には、数値目標を26％とする挑戦
的な目標が併記された。
当社では、これまでも地球温暖化対策を優先して対応すべき重要な経営課題の一つに
掲げ、温室効果ガスの排出削減に向け様々な取り組みを展開してきたが、2020（令和２）
年12月、地球温暖化対策への長期的な指針となる「沖縄電力ゼロエミッションへの取り組
み～2050 CO₂排出ネットゼロを目指して～」を、旧一般電気事業者として初めて発表し
た。これには、地理的・地形的制約や需要規模から、水力発電や原子力発電、高効率
の石炭火力発電の導入が困難な状況にある中においても、このような沖縄エリアの特殊性
を踏まえつつ、カーボンニュートラルに向けた取り組みを進めていくという経営層の意思が
込められている。
「再エネ主力化」と「火力電源のCO₂排出削減」を二本柱に掲げ、以降30年間を見据
えて策定したロードマップに沿って、2050年までにCO₂排出ネットゼロを、その中期目標とし
て2030年度にCO₂排出量2005年度比26％削減を掲げた。その後、2022（令和４）年に

第6節 “2050ゼロエミッション”の実現に向けて

ゼロエミッション発表会見（2020年12月）

第６次エネルギー基本計画におけるエネルギーミックス

石油等

石炭

2019年度 2030年度

LNG

原子力

再エネ

水素・
アンモニア

18％
程度

10,240億kWh程度 9,340億kWh程度

36～38％
程度

20～22％
程度

20％
程度

19％
程度

37％
程度

32％
程度

6％程度

1％程度

7％程度 2％程度

化石
76％
程度

非化石
24％
程度

化石
41％
程度

非化石
59％
程度

医療関係者への寄付



178 179通史　第 5章　エネルギー新時代の到来

沖縄エリアにおける「ジャスト・トランジション」という考え方を踏まえつつ中期目標を30％削
減へ深掘りした。

（１）再エネ主力化
ロードマップの大きな柱の一つ、「再エネ主力化」については、2030年度までに再エネ
導入量10万kW増を目指し取り組んでいくこととした。具体的な取り組みとして、2021（令和
３）年４月に、グループ会社の沖縄新エネ開発㈱において太陽光発電の第三者所有モデ
ルであるPV-TPO事業を開始した。同事業は、太陽光パネルと蓄電池を無償で設置し、
発電した電気をお客さまに販売するサービスであり、「屋根を借りる」、「英語で屋根を意
味する“roof ”」、「沖縄の方言で縁起の良さを表す“かりー”」から、「かりーるーふ」と名付
けられた。
お客さまにとっては、自然災害などにより停電が発生した場合でも、太陽光パネルや蓄電
池から電気を使用することができるだけでなく、初期設置費用が無料であるなどのメリットが
あることから、サービス開始後多くのお客さまから申込みを受けた。また、2022（令和４）年５
月には、浦添市との包括連携協定に基づく取り組みの一つとして、法人向けかりーるーふ
の第一号として浦添市立港川中学校での運用を開始するなど、順調に拡大している。
再エネ主力化を支える基盤整備にも取り組んでおり、宮古島市来間島では、㈱ネクス

テムズ（2021年2月より当社関連会社）および同社の子会社である㈱宮古島未来エネル
ギー、宮古島市とコンソーシアムを組成し、資源エネルギー庁補助事業を活用した地域マ
イクログリッド構築事業を開始した。
同事業は、地域の再エネを一定規模のエリアで利用するもので、平常時には太陽光
発電などの再エネと蓄電池を活用して効率的に当該エリアへ電気を供給し、災害など
による大規模停電などの非常時においては、大元の送配電ネットワークである宮古島
系統から切り離し、自立的に当該エリアへ電気を供給することを可能とする新たなエネ
ルギーシステムである。2022（令和４）年５月には、国内初となるマイクログリッド実動
訓練として、宮古島系統から切り離し、マイクログリッドのみによる電力供給を約２時間
実現した。同事業は、再エネ主力化の基盤整備はもとより、再エネの真の地産地消や
レジリエンスの強化、ひいては持続可能な社会の実現に大きく貢献するものとして期待
されている。
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・再エネ拡大を実現する系統安定化技術

・再エネ主力化を支える基盤の整備

再エネ導入＋10万kW（現導入量の約3.4倍）

・再エネ電力有効活用のための電化需要引き上げ　・DXを駆使したVPP※3やDR※4の構築と活用　
・災害に強い地産地消型「再エネマイクログリッド」の構築

再エネ最大限導入
【PV-TPO事業※2の導入＋5万kW　大型風力の導入※2＋5万kW】 【PV-TPO事業の拡大　蓄電池を活用した大型再エネの導入拡大】

・「蓄電池」「制御技術」を用いた系統安定化技術の活用と高度化
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・LNGの消費拡大でCO₂を削減　
・LNG電源の機動性の良さを活かし再エネ出力変動に対応
・CO₂フリー燃料（水素・アンモニア等）、オフセット技術の導入検討

・CO₂フリー燃料への転換　
・CO₂オフセット技術の導入

・非効率火力のフェードアウト
・石油からLNGへの転換、石炭機の地域バイオマス活用による高効率化　
・次世代型火力等の最新技術導入検討

既設機休止に併せCO₂フリー燃料への転換や
CO₂オフセット技術を利用した次世代型電源の導入

2030 2040 2050

CO₂

CO₂ ▼
電源側のネットゼロ化に加え、需要側（運輸、産業、業務、家庭）の電化促進及び必要な政策的・財政的支援が不可欠

改定※1 野心的な目標CO₂ ▲30％（2005 年度比）

2050 CO2 排出ネットゼロに向けた取り組み ロードマップ （2022.10）

※1	� 政府の目標値である温室効果ガス46％の削減率は、ゼロエミ電源が限られる沖縄エリアに置き換えて試算すると28％の削減率に
相当し、沖縄エリアにとっては厳しい目標。そこから更に踏み込んで▲30％を新たな目標値としました。

	� なお、政府の前目標において2005 年度基準の目標が併記されていたこと、および、当社が温暖化対策として、2010年に具志川火
力でのバイオマス混焼開始、2012年には対策の柱となる吉の浦火力（LNG）の導入を行ってきたことから、当社の取り組みを適正
に評価いただける2005年度を基準年としました。

※2	� PVと蓄電池を無償で設置し、発電した電気をお客さまに販売するサービス。PV-TPO、大型風力ともにグループ会社にて実施予定
です。

※3	� バーチャルパワープラント（Virtual Power Plant）の略で、多数の小規模な再生可能エネルギー発電所等をまとめて制御・管理す
ることで、一つの発電所のように機能させること。

※4	�� デマンドレスポンス（ Demand Response : DR ）の略で、経済産業省によると「卸市場価格の高騰時または系統信頼性の低下時に
おいて、電気料金価格の設定またはインセンティブの支払に応じて、需要家側が電力の使用を抑制するよう電力の消費パターンを
変化させること」と定義されています。

※5	�� 再エネ電源とCO2フリー燃料やCO2オフセット技術を取り入れた火力電源との組み合わせにより、CO2排出ネットゼロを目指します。
※	�必要技術の確立と経済性の成立の両立が条件となります。条件の成立に向けても鋭意検討に取り組んでいきます。また、先進技術の

開発ならびに導入には政策的・財政的支援が必要となります。

来間島マイクログリッド実証設備かりーるーふ (一般戸建住宅) 法人向けかりーるーふ （港川中学校）

マイクログリッド蓄電池

かりーるーふ
ロゴマーク
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また、可倒式風力発電設備を導入している波照間島において、沖縄県の「スマートエネ
ルギーアイランド基盤構築事業（小規模離島における再生可能エネルギー最大導入事業
分）」を受託し、MGセット（モーター発電機）を設置した。MGセットは、再エネ由来の
電力を、蓄電池を介し電力系統へ供給するもので、ディーゼル発電機と同等の機能を有
する装置として、再エネの導入拡大に向けて世界的にも類を見ない取り組みである。2020
（令和２）年には、可倒式風力発電設備とMGセットおよび系統安定化装置を組み合わ
せ、再エネ100％の電力供給を229時間27分（約10日間）連続で達成し、大きな成果を挙
げた。

（２）火力電源のCO₂排出削減
経済発展により県内の電力需要が増加する中、当社では、再エネの導入拡大やLNG
の導入により、2008（平成20）年にエネルギー起源CO₂のピークアウトを達成した。そのよ
うな中、ロードマップに掲げるもう一つの柱である「火力電源のCO₂排出削減」を進めるた
め、既設の火力発電設備における温室効果ガス削減に向け、更なる取り組みを加速させ
ている。
2012（平成24）年に運開した吉の浦火力発電所においてクリーン燃料であるLNGの利
用拡大を進めるとともに、2014（平成26）年６月に廃止した牧港火力発電所５～８号機の
跡地に、新たに牧港ガスエンジン発電所の建設工事に着手している。同発電所では、
LNGを活用することで、石油と比較してCO₂排出量を3割程度抑えることが可能となる。
更に脱硝装置を設けることで窒素酸化物の排出量を低減するほか、発電設備の冷却
に海水ではなくラジエーターを用いるなど、環境に配慮した設備構築に取り組んでいる。
2021（令和３）年２月に造成工事が開始され、2024（令和６）年の商用運転開始を目指し
ている。
また、県内の建築廃材などを活用したバイオマスの石炭火力への混焼について、2010

（平成22）年より実施している具志川火力発電所に加え、2021（令和３）年３月より、金武火
力発電所での混焼も開始した。木質バイオマス使用量は両発電所合計で年間約３万t（混
焼率は重量比で約３％）となり、年間約４万tのCO₂削減量が見込まれる。

将来的なCO₂フリー燃料の活用については、水素やアンモニアの既存設備での活用に
向けて検討に着手している。2021（令和３）年12月、NEDO公募事業の水素混焼を含めた
沖縄エリアにおける水素社会構築に向けた調査や、2022（令和４）年４月、内閣府公募事
業の水素サプライチェーンの調査、石炭火力におけるアンモニア地産地消に関する調査な
どを受託し、火力電源のCO₂排出削減に資する取り組みも着 と々進行している。

（３）ゼロエミッションに向けたパートナーシップ
当社では、2050ゼロエミッションの実現に向けた推進体制の強化を目的に、2021（令
和３）年７月、ロードマップの旗振り役として「カーボンニュートラル推進本部」を新設し、
環境部および研究開発部を同本部内に移管する組織改正を実施した。“2050 おきでん 
ZEROへの挑戦！” をスローガンに据え、全社一丸となってゼロエミッションに向けた取り組
みを進めていくことを確認した。
また、沖縄県全体でゼロエミッションを実現するためには、供給サイドの取り組みのみな
らず、家庭や産業、運輸といったお客さま側の取り組みと一体となり進めていくことが必要
となる。2020（令和２）年12月の沖縄県との連携協定締結を皮切りに、企業や自治体、大
学と合わせて11件（2023年１月時点）の包括連携協定を締結。協定に基づく取り組みとし
て、「かりーるーふ」の導入や「うちな～CO₂フリーメニュー」の提供、脱炭素の課題解決
に資する新技術の創出に向けた共同研究・共同事業、海浜清掃活動および環境教育な

MGセット （波照間島） 建設中の牧港ガスエンジン発電所

「2050 おきでん ZEROへの挑戦」ロゴマーク

金武火力発電所木質バイオマス供給設備

行　政

沖縄県 	 2020年	12月	22日	締結

企　業

りゅうせき 	 2021年	 7月	 5日	締結

浦添市 	 2021年	 4月	20日	締結 沖縄銀行 	 2021年	 9月	10日	締結

沖縄市 	 2021年	 7月	19日	締結 拓伸会 	 2022年	 2月	 7日	締結

うるま市 	 2021年	12月	 6日	締結 沖縄海邦銀行 	 2022年	 3月	11日	締結

名護市 	 2022年	 4月	 8日	締結 琉球銀行 	 2022年	 6月	 6日	締結

大　学 琉球大学 	 2021年	 7月	14日	締結

協定先一覧
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ど、これまで以上に産学官の連携・協力を緊密に行うことで、沖縄県の持続可能なまちづ
くりや地域脱炭素社会の実現に向け取り組んでいく。

２　50年後も、その先も。地域とともに、地域のために

2022（令和４）年３月、2025年度財務目標達成に向けた具体的な計画と2050年カー
ボンニュートラル実現に向けた長期的な計画として、「おきでんグループ 中期経営計画
2025」を発表した。同計画は、初のグループ全体での中期経営計画であり、取り巻く事
業環境の変化や県内のエネルギー市場における激しい競争下においても強固な経営基盤
を構築し、将来にわたり持続的な成長を成し遂げていくための経営の方向性を取りまとめ
たものである。電気事業とグループ事業それぞれに利益目標を掲げ、「おきでん.COM」
の考え方を基本に、トップラインの拡大、攻めの効率化、カーボンニュートラルへの挑
戦、の３本柱を推し進め、お客さまにエネルギープラスαの新たな価値を提供していくこ
とを示した。

沖縄の本土復帰から半世紀となった2022（令和４）年５月、当社も創立50周年の節目を
迎えた。その記念事業の一環として、2020（令和２）年６月より建設が進められてきた新本
館が完成した。併せて、フリーアドレス制の導入など、より柔軟な働き方の推進と業務効率
化の実現に向けて取り組んでいる。
1972（昭和47）年の特殊法人としての創立以来、様々な環境変化やお客さまニーズの変
化に対応することで、現在の沖縄電力が形作られてきた。そして現在もまた、自由化や
脱炭素などの新しい波が押し寄せ、更に足元では、ロシアによるウクライナ侵攻に端を発
し燃料価格が高騰するなど、様々な環境変化が複雑に絡み合う激動の時代に突入してお
り、エネルギー事業者には、これまでの延長線上にないパラダイムシフトが求められてい
る。しかし、どのような環境下においても、当社グループの原点であるエネルギーの安定
供給に対する誇りと使命感は変わらない。地域社会との信頼関係をより強固にし、50年

財務目標（連結） 2025年度
経常利益 120億円以上

ROE （自己資本当期純利益率） 5%以上
自己資本比率 30%台を維持

おきでんグループ中期経営計画

グループ事業電気事業

20億円程度

経常利益（連結）
90億円程度 経常利益（連結）

120億円程度
70億円程度

40億円

80億円

2018～2020年平均
事業ポートフォリオ（2025年）

新本館

後も、その先も、「地域とともに、地域のために」のコーポレートスローガンの下、エネル
ギーを通して沖縄の力となるために、これからも夢と活力ある沖縄の未来づくりに貢献し
ていく。
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